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・気候変動に係る法政策　　など
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世界の温度は上がっている



日本の温度も上がっている

出典：平成19年版環境白書



地球温暖化による影響

http://www.pref.kyoto.jp/intro/21cent/kankyo/index_j.html

気候変動に関する政府間
パネル（IPCC)第四次報告
書（２００７年）の予測

・1990年から2100年で2.4
～6.4度の気温上昇

・平均海面上昇は2100年
までに18～59cm



地球温暖化問題の特質
• 予測される影響の深刻さ、甚大さ、不可逆性
• 科学的な予測にともなう不確実性
• ストック型環境問題であるがゆえの難しさ
　・原因行為とそれによる影響の因果関係の証明が

　　困難

　・影響が現れるまでの時間の長さ

　　→世代間の利害が対立

　　→対策費用配分をめぐる合意が困難

• 排出と影響の不均衡
• あらゆる人為的活動に起因
　→社会経済構造そのものの変革の必要性



気候変動枠組条約

究極的な目的（2条）
　・「気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼ
すこととならない水準に」大気中の温室効果
ガスの濃度を安定化させる

　・「生態系が気候変動に自然に適応し、食糧
生産が脅かされず、かつ、経済開発が持続
可能な態様で進行することができるような期
間内に」温室効果ガスの安定化濃度を達成
する



京都議定書
• 対象ガス：CO2、CH４、N2O、HFC、PFC、SF６
• 基準年 ：1990年（ HFC、PFC、SF６は1995年）
• 約束期間：2008～2012年
• 数値約束：先進国全体で少なくとも5％の削減
　　→「共通だが差異ある責任」原則（条約3条1項）
• 京都メカニズムおよび森林吸収源を規定
　　→費用対効果の高い方法／柔軟性のある方法での
削減も可

• 発展途上国への支援
• ポスト2012年については遅くとも2005年末までに
　約束交渉を開始



京都議定書のもとでの削減義務量



地球温暖化防止に係る法政策

・地球温暖化対策推進法（98年制定、02・05年改正）
・地球温暖化対策推進大綱（02年改定）
　　　　→京都議定書目標達成計画へ(05年2月）
・省エネ法（79年制定、98・02・05年改正）
・新エネ法（97年制定）
・グリーン購入法（00年制定）
・新エネ発電法（02年制定）
・環境税の検討（04年～）　
・自主参加型排出権取引制度（05年～）　
・環境配慮契約法（07年制定）　　　　　　　　　　　など



省エネ法の柱
１．工場・事業場におけるエネルギー使用合理化
２．運輸部門（輸送業者・荷主）におけるエネルギー使用合
理化

３．トップランナー方式
　自動車や家電製品等の機器に関する燃費・省エネ基準
の目標値達成を義務づける一方、未達成の場合には勧
告、命令、罰則あり（自動車については低排出ガス・低燃
費車の認定制度あり）

４．省エネラベリング制度
　　　エアコン、冷蔵庫、テレビに、省エネルギー基準（トップ
ランナー基準）の達成の有無と達成率を5段階の星で表
示するほか、年間消費電力量や電気料金などを表示

５．建築物（一般建築物＆住宅）に関する次世代断熱省エ
ネ基準の公表

⇒枠組規制的手法、直接規制的手法、認定手法、情報的
手法



情報的手法と認定手法の組合せ



温室効果ガスの排出量



エネルギー起源の二酸化炭素排出の推移



出典：環境省『平成15年版環境白書』。

私たちの生活が環境に与える影響



意識と行動のギャップをどうしたら埋められるか？


